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調査概要
◼ ２０１８ JILPT 調査

「企業における福利厚生施策の実態に関する調査」（企業・従業員）

◼ 方法:郵送による調査票の配付・回収時期:2017年10月28日～12月20日

◼ 調査対象:平成26（2014）年経済センサス基礎調査（確報）の企業分布に従
い、東京商工リサーチの企業情報データベースから、産業・規模別に層化無
作為抽出した、全国の10人以上規模の民間企業１万2,000社（農林漁業、
鉱業を除いた15大産業）と、そこで働く従業員約５万4,000人 (従業員票は企業

規模に応じ、１社あたり「30人未満」規模3枚、「30～99人」規模6枚、「100～299人」規模9枚、
「300人以上」規模12枚をそれぞれ配分)

◼ 有効回収数

企業2,809社(有効回答率23.4％)

従業員8,298人(有効回答率15.4％)



本研究の全体像

◼ Ⅰ.福利厚生制度導入と利用の実態とその要因
企業調査に基づく制度導入数、今後の制度・施策の拡充意向及び縮小意向、

非正規従業員への適用に関する要因分析。従業員調査に基づく利用行動実態の要因分析

◼ Ⅱ.主要個別制度領域における導入と利用の実態とその要因
財産形成、食事、健康管理、両立支援、休暇、自己啓発、慶弔災害、住宅、余暇活動、

働き方、高齢者の11領域での導入要因分析、従業員の利用行動の要因分析

◼ Ⅲ.企業経営、人的資源管理における福利厚生の有効性検証
採用・確保、定着状況の変化、定着状況に対する問題認識、職場の従業員の定着状況、

企業業績への影響力、従業員本人の定着意向、会社に対する満足度の7種の有効性の

観点からの福利厚生の影響力分析



今回の調査(企業・従業員)における
制度・施策の導入要因



制度・施策の導入実態
• 福利厚生制度や施策について全48施策の導入率をみると、「慶弔休暇制度」（90.7％）が
最も多く9割を超えており、次いで「慶弔見舞金制度」（86.5％）、「病気休職制度」（62.1％）
の順となっている。この3施策が導入率のトップ3であり、休暇制度分野から2施策、慶弔災
害分野から1施策となっている。

• 続く、導入率が4割台のグループは、「永年勤続表彰」（49.5％）から「労災補償給付の付
加給付」（40.1％）までの6施策となっている。

• 導入率が3割台のグループは、「短時間勤務制度」（36.4％）から「メンタルヘルス相談」
（31.1％）までの6施策となっている。



導入要因分析
◼ 何種類の制度・施策を実施しているか、その総数を「充実度」として捉え、要因分析を行った。

◼ まず、実施数全体での基本統計量および度数分布は下図のヒスとグラムのとおりである。

◼ 平均値、10.8、中央値、10でほぼ10施策程度となる。この調査で提示した施策総数は48種
であったから、総数からみた導入率平均は22.5％となる。標準偏差が6.0となる。

◼ また、最大数は40施策で、最小値は0である。



業種を中心とした企業属
性との因果関係の検証

・正に有意な因果性が確認できたも
のとして、「教育，学習支援業」「金融
業，保険業」「学術研究，専門・技術
サービス業」「医療，福祉」など

・「従業員数」も高い信頼性で正に有
意な影響力

・「労働組合の有無」も正に有意な影
響

・「女性比率」が負に有意な関係性

・「平均年齢」も負に有意

・「平均勤続年齢」とは正の有意性



他の企業特性と実施数と
の因果関係
（「従業員数」「業種(製造業)」を制御）

・有意な影響力が確認されたものと
して「業績動向」「創業者・創業家一
族(経営トップ出身)」「採用状況」
「親会社・グループ会社(経営トップ
出身)」の４変数

・「業績動向」は上向きであるほど、
やはり実施数は多い

・「採用状況」も正に優位である

・経営トップの出身母体が、「親会
社・グループ会社」であるほど多く、
「創業者・創業家一族」であるほど
少ない傾向



企業の目的意識との
因果関係の検証

• 信頼度、影響度で強い影響を与えて
いるものとしては

「企業への信頼感やロイヤリティの醸成」

「公的福祉の補完」

「従業員が仕事に専念できる環境づくり」

「従業員同士の一体感の醸成」

「従業員の仕事に対する意欲の向上」



従業員の利用実態
◼ 従業員がこれまでに利用した経験率



従業員の利用行動の
要因分析

• 女性ほど多様な制度・施策の利用経験
が多い

• 「年齢」も同様で、高年齢であるほど利
用数が多い。

• 「事務・営業職」も正に有意となっている。

• 「労働時間」が負に有意となこれはレク
施策、宿泊施策などでは長時間労働で
は福利厚生の利用が抑制されたか

• しかし、「残業時間」は正に有意。これは
労働時間の影響とは矛盾的だが、残業
報酬などの追加報酬が従業員負担のあ
る有力施策の利用を促進しているか、あ
るいは残業によるストレスの解消行動と
して福利厚生の活用を行っているか。



特に必要とする制度(上位)

順位 正社員
選択率

パートタイム
・アルバイト 選択率

契約社員
選択率

全体
選択率

1位 人間ドック受診の補助
21.7

人間ドック受診の補助
21.9

人間ドック受診の補助
22.3

人間ドック受診の補助
21.8

2位 慶弔休暇制度
20.5

病気休暇制度（有給休暇以外）
18.1

慶弔休暇制度
21.6

慶弔休暇制度
20.0

3位 家賃補助や住宅手当の支給
19.9

慶弔休暇制度
17.1

病気休暇制度（有給休暇以外）
20.5

家賃補助や住宅手当の支給
18.8

4位 病気休職制度
19.0

病気休職制度
16.1

家賃補助や住宅手当の支給
20.5

病気休職制度
18.6

5位 病気休暇制度（有給休暇以外）
18.5

治療と仕事の両立支援策
14.9

有給休暇の日数の上乗せ
19.8

病気休暇制度（有給休暇以外）
18.5

6位 リフレッシュ休暇制度
16.4

リフレッシュ休暇制度
14.1

慶弔見舞金制度
19.1

リフレッシュ休暇制度
16.1

7位
有給休暇の日数の上乗せ

（GW、夏期特別休暇など）
15.5 有給休暇の日数の上乗せ（GW、夏

期特別休暇など）
12.8

病気休職制度
18.7 有給休暇の日数の上乗せ（GW、夏

期特別休暇など）
15.3

8位 慶弔見舞金制度
14.9

法定を上回る育児休業・短時間制度

12.4
リフレッシュ休暇制度

18.0
治療と仕事の両立支援策

14.8

9位 治療と仕事の両立支援策
14.8

慶弔見舞金制度
11.7

治療と仕事の両立支援策
15.9

慶弔見舞金制度
14.6

10位
法定を上回る育児休業・短時間制

度
13.1

食事手当
11.6

法定を上回る介護休業制度
14.5 法定を上回る育児休業・短時間制

度
13.0



従業員が必要としているが、
導入されていない制度・施
策(雇用形態別・降順)

順位 正社員
発生率

パートタイム
・アルバイト

発生率

契約社員
発生率

全体
発生率

1位 リフレッシュ休暇制度 12.8% 人間ドック受診の補助 14.49% 家賃補助や住宅手当の支給 15.90% リフレッシュ休暇制度 12.85%

2位 治療と仕事の両立支援策 11.6% 病気休暇制度（有給休暇以外） 13.29% リフレッシュ休暇制度 15.55% 治療と仕事の両立支援策 11.68%

3位 病気休暇制度（有給休暇以外） 9.3% リフレッシュ休暇制度 12.59% 病気休暇制度（有給休暇以外） 15.19% 病気休暇制度（有給休暇以外） 10.06%

4位 人間ドック受診の補助 9.3% 治療と仕事の両立支援策 12.29% 有給休暇の日数の上乗せ（GW、夏期休暇など） 13.78% 人間ドック受診の補助 9.96%

5位 家賃補助や住宅手当の支給 9.2% 有給休暇の日数の上乗せ（GW、夏期休暇など） 10.09% 病気休職制度 12.72% 家賃補助や住宅手当の支給 9.56%

6位 法定を上回る介護休業制度 8.5% 病気休職制度 10.09% 法定を上回る介護休業制度 11.66% 有給休暇の日数の上乗せ（GW、夏期休暇など） 8.84%

7位
有給休暇の日数の上乗せ（GW、夏期特別休暇

など） 8.4% 家賃補助や住宅手当の支給 9.19% 治療と仕事の両立支援策 11.66% 法定を上回る介護休業制度 8.55%

8位 法定を上回る育児休業・短時間制度 8.2% 法定を上回る育児休業・短時間制度 8.99% 法定を上回る育児休業・短時間制度 10.60% 法定を上回る育児休業・短時間制度 8.36%

9位 定年退職後の医療保障 7.4% 食事手当 8.59% 食事手当 10.60% 定年退職後の医療保障 7.80%

10位 食事手当 7.1% 定年退職後の医療保障 8.39% 定年退職後の医療保障 10.25% 食事手当 7.39%

11位 フレックスタイム制度 7.1% 法定を上回る介護休業制度 7.89% 運動施設フィットネスクラブの利用補助 9.89% 病気休職制度 7.12%

12位 ノー残業デー等の設置 6.6% 慶弔休暇制度 7.79% フレックスタイム制度 9.89% フレックスタイム制度 6.80%

13位 病気休職制度 6.3% 運動施設・フィットネスクラブの利用補助 6.69% 人間ドック受診の補助 9.19% ノー残業デー等の設置 6.34%

14位 企業内保育施設や保育サービス（ベビーシッターなど）の提供 5.9% 財形貯蓄制度 6.09% 遺族・遺児年金 8.83% 企業内保育施設や保育サービスの提供 5.82%

15位 運動施設・フィットネスクラブの利用補助 5.4% 企業内保育施設や保育サービスの提供 5.49% 財形貯蓄制度 8.13% 運動施設・フィットネスクラブの利用補助 5.78%

16位 財形貯蓄制度 5.2% 介護のための施設やサービスの提供 5.29% 介護のための施設やサービスの提供 7.42% 財形貯蓄制度 5.44%

17位 介護のための施設やサービス（ヘルパーなど）の提供 5.1% 永年勤続表彰 5.00% 永年勤続表彰 7.07% 介護のための施設やサービス（ヘルパーなど）の提供 5.18%

18位 時差出勤 5.0% 労災補償給付の付加給付 4.80% 退職前準備教育（セミナーなど） 7.07% 時差出勤 4.75%

19位 短時間勤務制度 4.8% 社員旅行の実施、補助 4.50% ノー残業デー等の設置 7.07% 短時間勤務制度 4.74%

20位 労災補償給付の付加給付 4.4% メンタルヘルス相談 4.40% ボランティア休暇制度 6.71% 労災補償給付の付加給付 4.60%

21位 遺族・遺児年金 4.4% ノー残業デー等の設置 4.40% 企業内保育施設や保育サービスの提供 6.36% 遺族・遺児年金 4.51%

22位 メンタルヘルス相談 4.3% フレックスタイム制度 4.00% 短時間勤務制度 6.36% メンタルヘルス相談 4.37%

23位 自己啓発のための休暇等の付与 4.2% 社内預金制度 3.90% 世帯用住宅・寮の整備 6.01% 永年勤続表彰 4.17%

24位 退職前準備教育（セミナーなど） 4.0% 外部飲食店で利用できる食券等の配布 3.60% メンタルヘルス相談 6.01% 自己啓発のための休暇等の付与 4.07%

25位 永年勤続表彰 3.9% 遺族・遺児年金 3.50% 社内預金制度 5.65% 退職前準備教育（セミナーなど） 3.93%

26位 社内預金制度 3.8% 慶弔見舞金制度 3.40% 労災補償給付の付加給付 5.65% 社内預金制度 3.83%

27位 住宅取得のための融資制度 3.7% 短時間勤務制度 3.20% 社員旅行の実施、補助 5.65% ボランティア休暇制度 3.70%

28位 ボランティア休暇制度 3.7% 食堂 3.10% 慶弔見舞金制度 5.65% 社員旅行の実施、補助 3.66%

29位 食堂 3.6% 保養施設、レクリエーション施設等の提供、利用補助 3.10% 住宅取得のための融資制度 5.30% 住宅取得のための融資制度 3.64%

30位 社外の自己啓発サービスの提供、経費補助 3.6% 社外の自己啓発サービスの提供、経費補助 3.10% 自己啓発のための休暇等の付与 4.95% 食堂 3.62%

31位 社員旅行の実施、補助 3.4% ボランティア休暇制度 3.10% 教育、結婚等住宅以外の臨時支出に対する貸し付け 4.95% 社外の自己啓発サービスの提供、経費補助 3.61%

32位 教育、結婚等住宅以外の臨時支出に対する貸し付け 3.4% 世帯用住宅・寮の整備 3.10% 時差出勤 4.95% 世帯用住宅・寮の整備 3.39%

33位 世帯用住宅・寮の整備 3.3% 運動施設の設置 3.00% 慶弔休暇制度 4.95% 外部飲食店で利用できる食券等の配布 3.38%

34位 外部飲食店で利用できる食券等の配布 3.3% 住宅取得のための融資制度 2.90% 診療所、健康管理センター等医療施設 4.59% 教育、結婚等住宅以外の臨時支出に対する貸し付け 3.33%

35位 診療所、健康管理センター等医療施設 3.0% 診療所、健康管理センター等医療施設 2.90% 外部飲食店で利用できる食券等の配布 4.59% 診療所、健康管理センター等医療施設 3.13%

36位 社内での自己啓発プログラム 3.0% 教育、結婚等住宅以外の臨時支出に対する貸し付け 2.70% 保養施設、レクリエーション施設等の提供、利用補助 4.59% 保養施設、レクリエーション施設等の提供、利用補助 2.97%

37位 運動施設の設置 2.9% 自己啓発のための休暇等の付与 2.70% 食堂 4.24% 運動施設の設置 2.94%

38位 保養施設、レクリエーション施設等の提供、利用補助 2.9% 時差出勤 2.60% 定年退職後の保養施設、レクリエーション施設の利用 4.24% 社内での自己啓発プログラム 2.91%

39位 テレワーク 2.3% 定年退職後の保養施設、レクリエーション施設の利用 2.60% 運動施設の設置 4.24% 慶弔休暇制度 2.51%

40位 定年退職後の保養施設、レクリエーション施設の利用 2.3% 社内での自己啓発プログラム 2.30% 社外の自己啓発サービスの提供、経費補助 3.89% 定年退職後の保養施設、レクリエーション施設の利用 2.46%

41位 金融関係の相談・セミナー 2.0% 社外の自己啓発に関する情報提供 2.20% テレワーク 3.18% テレワーク 2.20%

42位 社外の自己啓発に関する情報提供 1.8% 退職前準備教育（セミナーなど） 2.20% 社外の自己啓発に関する情報提供 2.83% 社外の自己啓発に関する情報提供 1.85%

43位 慶弔休暇制度 1.6% 運動会等のレクリエーション活動の実施 1.70% 金融関係の相談・セミナー 2.83% 金融関係の相談・セミナー 1.85%

44位 従業員持株制度・持株会 1.5% 従業員持株制度・持株会 1.30% 社内での自己啓発プログラム 2.83% 慶弔見舞金制度 1.85%

45位 慶弔見舞金制度 1.4% テレワーク 1.20% 運動会等のレクリエーション活動の実施 2.47% 従業員持株制度・持株会 1.44%

46位 運動会等のレクリエーション活動の実施 1.3% OB会等定年退職後の親睦活動 0.90% OB会等定年退職後の親睦活動 2.12% 運動会等のレクリエーション活動の実施 1.34%

47位 OB会等定年退職後の親睦活動 1.2% 金融関係の相談・セミナー 0.70% 従業員持株制度・持株会 2.12% OB会等定年退職後の親睦活動 1.29%

48位 ストックオプション制度 0.8% ストックオプション制度 0.40% ストックオプション制度 1.77% ストックオプション制度 0.74%



今回の調査(企業・従業員)における
有効性検証



福利厚生の有効性とは?

◼ 企業の福利厚生制度の導入・運用には「費用」を要する(法定
外福利費)

◼ この「費用」を、“配分”とみるか、“投資”とみるか

◼ “投資”とみるとき、そこには“投資効果(リターン)”に基づく
客観的な成否の評価が生じる(生じるべき)

◼ では、そのリターンとは何か?

◼ それは投資主体が企業であるという点から「経営的効果」と
考えられる。

◼ 「経営的効果」は多様である。

◼ 人的資源管理面での経営的効果としては
→ 採用力、定着性、モチベーション、エンゲイジメント、コミットメント、、、

◼ 経営管理上の経営的効果としては
→ 業績向上、株価維持・上昇、企業ブランド力、



外部効果（企業外効果）
（人材、消費者、株主、投資家．．）

組織効果（企業内効果）
（職場、労働組合．．）

関係効果
（家族、同僚）

個人効果
（従業員）

経営効果

生活効果

効果の波及性

職務満足
組織コミットメント

返報心理

ワークライフバランス
チーム力・相互扶助
情報共有効果

財務的成果
（売上、利益、市場シェア）

組織文化・風土

企業評価（reputaion）
株価

企業顕彰（ex.WLB賞）

西久保浩二（２０13）



福利厚生制度の効果の体系

経済的効果 － 生活費節約、貯蓄余力．．．

関係効果 － 家族関係(W&LB)、人間関係．．

心理的効果 － 安心感、不安解消．．．

身体的効果 － 身体的・肉体的健康．．．

従業員効果（Employee-level）
直接効果 － 労働力保全効果

－ 時間節約効果
間接効果 － モラール維持／ロイヤルティ

－ モチベーション
－ インセンティブ
－ 誘導効果／外部経済性

企業効果（Corporate-level）
直接効果 － 戦略貢献効果

－ 人材吸引（アトラクション）
－ 人材定着（リテンション）
－ コスト削減

間接効果 － 労働市場へのアナウンス効果
－ 企業広告・ＰＲ効果

経営効果

福利厚生の
効果

生活効果

西久保浩二（２００２）



本テーマに関連する先行研究
(福利厚生の経営的効果:有効性)



福利厚生制度の経営的効果に関する検討①
－欲求ベースのモチベーションへの影響－

◼ 太田（1994）

手厚い福利厚生制度によって安定して生活を保障する。それらは主とし
て低次欲求、衛生要因を満たすものとして消極的な意味で動機づけにつな
がる

◼ 山田（1983）

個人はその時間の大部分を１つの組織に捧げている場合、衣食住の生
理的必要があるので物質的誘因が存在することが必要である

◼ 土屋（1979）

企業の中で充足される個人の欲求の数が多いほど、（企業と個人との）
一体化は強まる」とし、「日本の企業、とくに大企業の中で一般的に見られる
福利厚生施策と社用交際費の使用などさまざまな形でのフリンジ・ベネフィッ
トが、企業の中で充足されるべき欲求の数を増大させた



欲求ベースのモチベーション理論からみた福利厚生制度

自己実現

自己尊敬

所属・愛情

安全・安定

生理的

成長

関係

存在

達 成

権 力

親 和

動機要因

衛生要因

高次

低次

マズロー
（欲求５階層論）

アルダファ
（ＥＲＧ理論）

ハーズバーグ
（二要因説）

マクレランド
（達成動機理論）

これまでの福利厚生の充足対象欲求

→ 欲求の押し上げ効果

田尾（1993）を元に加筆・修正



福利厚生制度の経営的効果に関する検討②
－組織コミットメントへの影響－

◼ 若林（1986）

組織コミットメントへの影響要因として企業規模の影響力を検証するなかで
手厚い福利厚生の存在を指摘している。

◼ 八代（1998）

日本的経営システムの結果、従業員にはきわめて強力な組織コミットメント
が形成され、これが日本経済の成長を支えてきた

◼ 田尾（1997）

強い組織コミットメントをもつ「会社人間」の研究から「わが国の経済成長は、
正規従業員用に膨大な量の組織コミットメントを調達することによってなし得
た

◼ 江（2001）

強い組織コミットメントをもつ「会社人間」の形成プロセスを検討するなかで
「手厚い福利厚生制度の範囲の広さも日本企業の特徴である。社宅・寮、住
宅ローンや各種の手当てなどに象徴されるように、個人の全生活領域に企
業が深く関与している



福利厚生制度の経営的効果に関する検討③
－組織コミットメントへの影響－

◼ 花田(1980)
「会社との私的な関わり合い」を肯定的に評価するほど帰属意識が
高いことを検証

◼ 関本・花田(1987)
「給与・福利厚生への満足」が帰属意識（残留意欲）に強い影響を与えて

いることを検証
◼ Lincoln & Kalleberg (1985,1990)
日本的な温情型・福祉主義的経営制度が組織コミットメントを高めるもの

とし、日本人の国民性や心理特性ではないことを指摘
◼ Cohen & Kirchmeyer (1992)

Non Workへの参画が組織コミットメントを高める要因として指摘、その中
でFamily Care，Child Care，Recreationなどが対象として取り上げられている。



情緒的コミットメント

存続的コミットメント

規範的コミットメント

勤勉意向

e14

貢献意向

e13

定着意向

e15

職場・仲間因子

リフレッシュ・ＷＬＢ因子

会社・仕事因子

生活設計因子

e40

e41

e42

e43

利用可能数

利用経験数

e30

e31

情緒的①

e1

情緒的②

e2

情緒的③

e3

存続的①

e4

存続的②

e5

存続的③

e6

規範的①

e7

規範的②

e8

規範的③

e9

５％未満の統計的有意性のある因果関係のみ表示
赤点線は負の関係

西久保(2009)「フリンジベネフッィトと組織コミットメント形成
との因果関係 ～存続的か、情緒的か」 組織学会全国大会報告

【福利厚生に対する
認知・利用行動】

【効果の主観的認知】

調査対象 ：首都圏１都６県在住の25～59歳の
男女正規雇用者 有効回答数：1228人
調査実施期間 ：2004年2月4日～2月6日
調査方法 ：インターネット調査



福利厚生制度の経営的効果に関する先行研究
離職率及び定着意向への影響

◼ 松川（1978）
産業別（製造業）のクロスセクションデータを用いて福利厚生費支出と
離職率との関連性の検討を行っている。ここでは企業の福利厚生支出
が主として若年労働者、特に男子・中卒労働者において定着率の向上
に役立っていることを検証。

◼ 西久保（1998）
全国を対象とした1300社企業調査の分析から多様な福利厚生制度を
保有することが、賃金水準などの他の要因とは独立的に、自発的退職
率を抑制する影響力をもつことが検証。

◼ 西久保(1999)
首都圏在住の正規従業員589人に対する調査から従業員の現在の勤
務先企業に対する態度形成等において現金給付（賃金）、退職給付（予
想受取金額）、福利厚生制度の利用経験の三者を同時的に比較した因
果分析により、福利厚生制度の利用経験が勤務先企業への貢献意欲、
勤勉性、定着意欲等の効果変数いずれに対しても有意な関連性があり、
賃金や退職給付とも独立的な影響力をもつことを検証



従業員態度と制度利用
2007年度調査データでの追試

◼ 福利厚生制度の利用経験の蓄積が「定着性」「貢献性」「勤勉性」
のいずれの態度形成に対して好影響を与えている

◼ 賃金（昨年度年間収入）は、「貢献性」での弱い影響力以外では
態度形成への影響力は確認できない

係数(a)

ﾓﾃﾞﾙ t 有意確率 t 有意確率 t 有意確率

(定数) 31.483 0.000 **** 28.012 0.000 **** 26.995 0.000 ****

福利厚生（利用経験制度数） -7.785 0.000 **** -5.683 0.000 **** -4.991 0.000 ****

賃金（昨年の年間収入） -1.518 0.129 -1.902 0.057 * -1.302 0.193

年齢（才） -4.449 0.000 **** -1.012 0.312 -0.966 0.334

子供ありダミー -1.594 0.111 -1.157 0.247 -1.310 0.190

既婚ダミー -0.913 0.361 0.376 0.707 1.113 0.266

男性ダミー 3.477 0.001 *** -0.609 0.543 1.346 0.178

:【A】現在の勤務先企業にできるだけ長
く勤務したい【B】他に有利な転職先が
あれば、すぐにでも転職したい

【A】現在の勤務先企業には、できるだ
け貢献したい【B】現在の勤務先企業
には、特に貢献しようとは思わない

【A】現在の勤務先企業では、できるだ
け勤勉に働きたい【B】現在の勤務先
企業では、特に勤勉に働こうとは思わ
ない

定着性 貢献性 勤勉性



今回の調査での経営的効果の検証



3-1.従業員の採用・確保①【企業調査分析】
【企業調査分析】
自社の従業員の近年(5年)における採用状況の変化に関して、企業がどのように認識しているか、

問５：貴社における従業員の採用・確保の状況について、どのように認識していますか
1  困難 2  やや困難 3  どちらともいえない 4  やや容易 5  容易

◼ 福利厚生の充実度(制度導
入数)が、採用・確保に寄与
している。

◼ 制御変数として、業種、従業
員規模、さらに様々な企業
特性変数を導入しても、福
利厚生充実度(制度導入数)

が有意な影響力

* P<0.10 ** p<0.05 *** p<0.01

stepwise method

同出所

深刻な人手不足の時期(2018年)

であっても
福利厚生導入数が多い
企業では採用は「容易」と
評価する傾向が顕著

(統計的に有意)



3-2.従業員の定着状況の変化①【企業調査分析】
問：貴社の従業員の定着状況は、この5年間でおおよそどのように変化しましたか

1 よくなった 2 ややよくなった 3 変わらない 4  やや悪くなった 5  悪くなった

◼ 福利厚生の充実度(制度導入
数)が、定着状況に寄与してい
る可能性。

◼ 業種、従業員数、その他の企
業特性を制御した上でも、明
確な正の有意性が確認される。

* P<0.10 ** p<0.05 *** p<0.01

stepwise method

論点①

福利厚生導入数が多い
企業では定着状況は「よくなった」と

評価する傾向が顕著
(統計的に有意)



両立支援は採用、定着、いずれにも有効

◼ ここで統計的に「定着状況の変化」を高
める正の影響力が確認できたのは「自己
啓発」「両立支援」「余暇」であり、定着を
悪化させる負の影響力となっていたのが
「財産形成」となった。分野毎に「採用・確
保」に対する影響力が異なることが示さ
れている。

従業員の定着状況の変化
Value Std. Error t value p value VIF

従業員数 0.000 0.000 0.681 0.496 1.917
業種【製造業】
財産形成 0.093 0.036 2.575 ** 1.545
食事
健康管理
両立支援 -0.109 0.043 -2.508 ** 1.848
休暇
自己啓発 -0.130 0.031 -4.144 *** 2.164
慶弔災害
住宅
余暇 -0.082 0.045 -1.834 * 2.075
働き方
高齢者
1|2 -2.442 0.082 -29.962 ***
2|3 -1.095 0.063 -17.343 ***
3|4 1.414 0.066 21.282 ***
4|5 2.873 0.100 28.613 ***
AIC 6902.195
log Lik -3442.098

従業員の採用・確保の状況
Value Std. Error t value p value VIF

従業員数 0.000 0.000 -0.834 0.404 2.116
業種【製造業】
財産形成 0.055 0.037 1.497 0.134 1.645
食事
健康管理
両立支援 0.131 0.044 2.996 *** 5.846
休暇 0.115 0.030 3.801 *** 1.927
自己啓発 -0.112 0.030 -3.689 *** 2.062
慶弔災害
住宅 -0.087 0.058 -1.510 0.131 1.464
余暇
働き方
高齢者 0.213 0.069 3.097 *** 4.350
1|2 -0.592 0.081 -7.346 ***
2|3 1.238 0.084 14.783 ***
3|4 3.357 0.118 28.410 ***
4|5 4.991 0.214 23.308 ***
AIC 6623.432
log Lik -3300.716

統計的に正の影響力が確認できたのは
「両立支援」「休暇」「高齢者」である。こ
れらの制度・施策を充実させている企業
で採用・確保が容易であるという認識と
なっている。

同出所

福利厚生の諸制度のなかでも

「両立支援」は採用、定着に対する
効果が顕著
(統計的に有意)



3-6.従業員の定着意向①【従業員調査】
問：あなたは、現在の会社に勤め続けたいと思いますか（1 つに○）。

１．勤め続けたい ２．どちらかと言えば勤め続けたい３．どちらかと言えば勤め続けたくない ４．勤め続けたくない

◼ 従業員の個人属性(性別、年齢、勤
続年数)を制御変数とした上で、従

業員が認知している福利厚生制度
の導入数、つまり実際の導入数で
はなく従業員が認知できている制
度数を説明変数に加えて分析を
行った。

◼ この結果、高い有意性で本人の定
着意向を高める影響力が確認され
た。制度の充実度が会社への満足
度評価に繋がっていることを示して
いる。

◼ 当人が「必要性が高い」として制度
導入数(認知)も同様の傾向がある。

* P<0.10 ** p<0.05 *** p<0.01

stepwise method



3-6.従業員の定着意向②【従業員調査】

◼ ここで高い信頼度の有意性で本人の定着
意向を高める影響力が確認された制度分
野として

「余暇活動」

「両立支援」

「働き方」

「自己啓発」

「財産形成」

となった。

こうした従業員ニーズに合致した制度が提供
され、実際に従業員が活用するなかで、本人
の定着意向の向上に繋がったことになる。

* P<0.10 ** p<0.05 *** p<0.01

stepwise method



3-7.会社に対する満足度①(従業員調査)
問：お勤めの会社について、あなたの総合的な満足度をお教えください（1つに○）。
１．大いに満足 ２．やや満足 ３.どちらともいえない ４．やや不満 ５．大いに不満

◼ 高い有意性での満足度を高める影響力が
確認された。制度の充実度が会社への満
足度評価に繋がっている

◼ 同様の制御変数の下で、従業員が自身に
とって必要性が高いと評価し、かつ利用し
た経験のある福利厚生の制度数を説明変
数として導入した分析も行ってみた。

◼ 結果としては、ここでも高い信頼度の有意
性で満足度を高める影響力が確認された。

* P<0.10 ** p<0.05 *** p<0.01

stepwise method



3-7.会社に対する満足度②(従業員調査)

◼ 高い信頼度の有意性で満足度を高める
影響力が確認された制度分野として

「余暇活動」

「両立支援」

「働き方」

「自己啓発」

「財産形成」

となった。

◼ 従業員ニーズに合致した制度が提供さ
れ、実際に従業員が活用するなかで、会
社への満足度に繋がったこと考えられ
る。。

* P<0.10 ** p<0.05 *** p<0.01

stepwise method



3-5.企業業績への影響力 (企業調査)

問１０：貴社の過去３年間のおおよその企業業績の傾向についてお教えください
1  上向き 2  やや上向き 3  横ばい 4  やや下向き 5  下向き

◼ 業績を低調とさせる企業特性としての要因では「女性比率」「平均年齢」「平均勤続年数」などが確認さ
れた。 これらの数値が高い企業ほど業績は芳しくないことを示している。

◼ 「定着状況２」は、従業員の定着状況への問題視している程度を測ったものだが、深刻に問題視する企
業はやはり業績が下向きとなる傾向がある。

◼ また「定着状況１」は、5年間での定着性の変化を測定したものだが、その善し悪しと業績とは連動性が
確認される。すなわち、定着状況の悪化と業績の悪化が連動する関係性である。

◼ 一方で、そうした定着状況から業績への影響を排した形での分析でも、「福利厚生導入数(充実度)」は
ポジティブな影響力、つまり、導入数が多いほど業績が好調(上向き)ということになることを示している。



最後に…分析を通して

◼ 今回の代表性に優れた大規模調査(企業、従業員)を活用させて
いただき、福利厚生の「導入行動(企業)」、「利用行動(従業員)」
「有効性(経営的効果)」に関して改めて広範囲での検証を行うこ
とができた。

◼ 特に、今回は30人未満の零細・中小企業、そして非正規雇用層
も含めたデータとして、有効性が確認された点の意義は大きいと
考えられる。おそらく初めてではないかと。

◼ 従来より、研究者たちによって検証されてきた福利厚生による
「採用力」「定着性」「会社への満足」への寄与の可能性が改め
て明らかとなった。

◼ 各社、労使の今後の労働政策、人材戦略を考える上で、福利厚
生の有効活用を期待したい。

◼ また、本データを活用して、さらに詳細な分析の余地がある。
個票利用による分析をギルド研究会の中で進めてまいりたい。



70歳雇用時代の福利厚生支援
…生産性維持のための健康支援
のあり方

ギルド研究会 定例研究会 テーマ③



70歳雇用時代の福利厚生支援

◼ 70歳雇用、人生100年時代を見据えた企業
の福利厚生のあり方とは?

◼何を目的とするのか?

◼ どのような制度・施策に注視すべきか?

◼従業員は何を求めているのか?

◼企業が求める経営的効果とは何か?



今後の当研究の進め方(案)

①ギルド研究会としての研究目的、仮説の整理

~ 2022年末頃まで

②定量調査(企業・従業員調査)の設計

~ 2022年末頃まで(①と並行作業)

③定量調査の実施(実査)

2023年 2~3月頃

④分析・レポート

2023年 4月頃をメドとして

⑤研究会での発表・議論

2023年4月～(順次)


